
平成２２年度一般会計当初予算説明資料
７款 商工費
１項 商業費 産業振興総室（内線:７６６４）

（ ）３目 金融対策費 単位：千円

財 源 内 訳 備
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較

起 債 そ の 他 一般財源 考国 庫 支 出 金

【 】経済成長戦略
企業自立サポー
ト事業（鳥取県 172,473 269,259 △96,786 156,011 16,462

〈貸付金企業立地促進資
〉金貸付金） 元利収入

174,893千円（前年度271,745千円）[正職員：0.3人]トータルコスト

主な業務内容 申請書の審査、融資実行

( ) 県外企業の誘致の推進、県内企業の新増設の推進工程表の政策目標 指標
（平成１９～３０年度の間に企業立地件数１５０件）

説明

１ 事業の概要
県内工業団地等に新・増設又は移転する企業に対する長期・低利資金の制度融資の実施に要す

る経費

２ 事業内容（制度改正）
企業立地の促進を図るため、資金使途に運転資金を追加し設備投資を行う企業のスタートアッ

プを支援するとともに融資期間の延長など融資条件を緩和する。又、厳しい経済情勢に鑑みて県
内中小企業については雇用要件を緩和する。

【改正概要】

現 行 改 正

○資金使途 ○資金使途
・設備資金 ・運転資金、設備資金

○融資（据置）期間 ○融資（据置）期間
・１０年以内（うち２年以内） ・運転資金 １０年以内（うち２年以内）

・設備資金 １５年以内（うち２年以内）

○融資限度額等 ○融資限度額等
・設備資金 投資額・雇用増により決定 ・運転資金 １億円（ ）

（ ）→新規雇用１０人以上 ・設備資金 投資額・雇用増により決定
県内中小企業５人以上 →新規雇用１０人以上

→限度額 ５０億円 県内中小企業３人以上
→限度額 ５０億円

３ 所要経費
○利子補給方式（Ｈ１８年度以降融資分）１６，４６２千円
○預託方式（Ｈ１７年度以前融資分）１５６，０１１千円

４ これまでの取組状況、改善点
○改善点

企業立地の促進を図るため、運転資金を追加するとともに融資要件を緩和する。

○過去５年間の融資実績 （単位：件）

区 分 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

融資件数 ３ １ １ ２ １（見込）


